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「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」および「株主資本等
変動計算書」「個別注記表」につきましては、法令および当社定款
の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.heiwapaper.co.jp/）に掲載することにより株主の皆
様に提供しております。



連結株主資本等変動計算書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本 その他の包括利益累計額

純 資 産
合 計資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 2,107,843 2,331,387 3,486,823 △123,820 7,802,235 422,819 4,145 426,964 8,229,200

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △118,354 △118,354 △118,354

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 172,258 172,258 172,258

自己株式の取得 △36 △36 △36

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
（ 純 額 ）

192,275 414 192,689 192,689

当期変動額合計 － － 53,904 △36 53,868 192,275 414 192,689 246,558

当 期 末 残 高 2,107,843 2,331,387 3,540,728 △123,856 7,856,103 615,095 4,559 619,654 8,475,758

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
子会社は平和興産㈱、㈱辻和及び平和紙業（香港）有限公司の３社であり、すべて連結しております。

⑵　持分法の適用に関する事項
持分法を適用すべき関連会社はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
平和興産㈱、㈱辻和及び平和紙業（香港）有限公司の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
・満期保有目的の債券…………………償却原価法（定額法）
・その他有価証券

・時価のあるもの……………………連結会計年度末市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

・時価のないもの……………………移動平均法による原価法
ロ．たな卸資産……………………………主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建物及び構築物　　　　　　　　　３～50年
・機械装置及び運搬具　　　　　　　４～12年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・ソフトウェア　　　　　　　　　　　　５年

ハ．リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び国内連結子会社

は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。在外連結子会社は、取引先の財政状態を勘案
して個別に回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金……………………………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計
年度に帰属する額を計上しております。
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④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。在外連結子会社の資産、負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

⑤　重要なヘッジ会計の処理
イ．ヘッジ会計の方法

為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段……………………為替予約取引
・ヘッジ対象……………………外貨建債務及び外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針
社内規程に基づき、将来の為替変動リスク回避のためにヘッジを行っております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法
振当処理の要件をもって、有効性の判定に代えております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法……当社及び国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費

用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債
務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ロ．消費税等の会計処理…………………消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
⑸　追加情報

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）
を当連結会計年度から適用しております。

２．表示方法の変更に関する注記
電子記録債権の表示方法の変更
　電子記録債権の表示方法は、従来、連結貸借対照表上、受取手形及び売掛金（前連結会計年度653,463千
円）に含めて表示しておりましたが、重要性が増したため、当連結会計年度より、電子記録債権（当連結会
計年度976,457千円）として表示しております。

３．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 2,870,850千円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 10,116,917株 －株 －株 10,116,917株

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 254,004株 95株 －株 254,099株

（注）　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

⑶　配当に関する事項
①　配当金支払額

イ．平成28年６月29日開催の第83期定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 69,040千円
・１株当たり配当額 ７円
・基準日 平成28年 3 月31日
・効力発生日 平成28年 6 月30日
（注）期末配当金の内訳　記念配当２円（創立70周年記念配当）を含んでおります。

ロ．平成28年11月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 49,314千円
・１株当たり配当額 ５円
・基準日 平成28年 9 月30日
・効力発生日 平成28年12月 2 日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　平成29年６月28日開催の第84期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 49,314千円
・１株当たり配当額 ５円
・基準日 平成29年 3 月31日
・効力発生日 平成29年 6 月29日
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５．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については銀行

借入による方針であります。デリバティブは、為替の変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引
は行いません。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当

該リスクに関しては、当社の与信管理規程に従い、各本支店において本支店長が主要な取引先の状況を定
期的にモニタリングし、取引先ごとの期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収
懸念の早期把握や軽減を図っており、連結子会社についても、これに準じた管理を行っております。

有価証券及び投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関
係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。また、満期保
有目的の債券は、当社の資金運用投資基準に従い、格付けの高い債券のみを対象としているため、信用リ
スクは僅少であります。

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。
短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、固定金利により調達しております。
デリバティブ取引は、海外子会社の円建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目

的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、
ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事
項に関する注記等⑷会計方針に関する事項⑤重要なヘッジ会計の処理」をご覧ください。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資
金担当部門が決済担当者の承認を得て行っております。なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限
定しているため信用リスクはほとんどないと認識しております。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社は各部署からの報告に基づき財務
部が随時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理し
ております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）
２．参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時　　価
（千円）

差　　額
（千円）

⑴　現金及び預金 2,811,664 2,811,664 －

⑵　受取手形及び売掛金 5,667,728 5,667,728 －

⑶　電子記録債権 976,457 976,457 －

⑷　有価証券及び投資有価証券

①　満期保有目的の債券 150,000 150,685 685

②　その他有価証券 2,167,794 2,167,794 －

資産計 11,773,643 11,774,328 685

⑴　支払手形及び買掛金 5,485,052 5,485,052 －

⑵　短期借入金 2,323,782 2,323,782 －

⑶　未払法人税等 56,106 56,106 －

負債計 7,864,941 7,864,941 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資　産
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金、⑶　電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ
っております。

⑷　有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された
価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は以下のとおりであり
ます。
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①　満期保有目的の債券における種類ごとの連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次の
とおりであります。なお、当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

種類 連結貸借対照表計上額
（千円）

時　　価
（千円）

差　　額
（千円）

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの 社債 150,000 150,685 685

合計 150,000 150,685 685

②　その他有価証券について種類ごとの連結貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

種類 連結貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差　　額
（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

⑴　株式 1,917,618 1,111,490 806,128

⑵　債券

その他 50,636 49,624 1,011

小計 1,968,254 1,161,115 807,139

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

⑴　株式 94,964 115,730 △20,766

⑵　債券

その他 104,574 110,163 △5,589

小計 199,539 225,894 △26,355

合計 2,167,794 1,387,010 780,783

負　債
⑴　支払手形及び買掛金、⑵　短期借入金、⑶　未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によ
っております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
非上場株式（連結貸借対照表計上額114,944千円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー
を見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑷有価証券及
び投資有価証券　②その他有価証券」には含めておりません。
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６．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

流動の部
　繰延税金資産 賞 与 引 当 金 19,467千円

商 品 評 価 損 34,565千円
そ の 他 19,111千円
合 計 73,143千円
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 73,143千円

固定の部
　繰延税金資産 退 職 給 付 に 係 る 負 債 49,361千円

長 期 未 払 金 19,932千円
投 資 有 価 証 券 評 価 損 96,624千円
資 産 除 去 債 務 19,422千円
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 9,667千円
そ の 他 12,519千円
小 計 207,525千円
評 価 性 引 当 額 △110,687千円
合 計 96,838千円
繰 延 税 金 負 債 と の 相 殺 △96,253千円
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 585千円

　繰延税金負債 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △5,013千円
合 併 時 土 地 評 価 差 額 金 △24,104千円
資 産 除 去 債 務 △3,656千円
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △165,688千円
そ の 他 △3,481千円
合 計 △201,942千円
繰 延 税 金 資 産 と の 相 殺 96,253千円
繰 延 税 金 負 債 の 純 額 △105,689千円
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⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との主な差異原因
法定実効税率 30.9％

（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 3.7％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.8％
住 民 税 均 等 割 3.3％
評 価 性 引 当 額 △1.9％
海 外 子 会 社 税 率 差 異 △0.8％
そ の 他 △0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.7％

７．退職給付に関する注記
⑴　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度として確定給付企業
年金制度及び退職一時金制度を採用しております。当社及び国内連結子会社が有する確定給付企業制度及
び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております

⑵　確定給付制度
①　簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

退職給付に係る負債の期首残高 178,851千円
退職給付費用 83,679
退職給付の支払額 △23,296
制度への拠出額 △49,736
退職給付に係る負債の期末残高 189,497

②　退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付
に係る資産の調整表

積立型制度の退職給付債務 794,101千円
年金資産 △604,603
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 189,497

退職給付に係る負債 189,497
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 189,497

③　退職給付費用
簡便法で計算した退職給付費用 83,679千円
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８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 859円36銭
⑵　１株当たり当期純利益 17円46銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本 評価・換算
差 額 等

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金資本準備金 その他資本

剰 余 金 利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,107,843 1,963,647 367,740 271,955 11,974 2,000,000 987,650 △123,820 7,586,992 422,819

当 期 変 動 額

固定資産圧縮
積立金の取崩 △605 605 －

剰余金の配当 △118,354 △118,354

当 期 純 利 益 168,645 168,645

自己株式の取得 △36 △36

株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 当 期
変動額（純額）

192,275

当期変動額合計 － － － － △605 － 50,896 △36 50,255 192,275

当 期 末 残 高 2,107,843 1,963,647 367,740 271,955 11,369 2,000,000 1,038,547 △123,856 7,637,247 615,095

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券………………償却原価法（定額法）
・子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法
・その他有価証券

・時価のあるもの………………事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの………………移動平均法による原価法
②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品…………………………………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

・貯蔵品………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建物、構築物　　　　　　　３～50年
・機械及び装置　　　　　　　７～12年
・工具、器具及び備品　　　　２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・ソフトウェア　　　　　　　５年

③　長期前払費用　　　　　　　　　期間を基準に償却しております。
④　リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。
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⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金…………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金…………………………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に帰
属する額を計上しております。

③　退職給付引当金……………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
および年金資産残高に基づき当事業年度末において発生していると認
められる額を計上しております。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理…………………消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

⑸　追加情報
繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）
を当事業年度から適用しております。

２．表示方法の変更に関する注記
電子記録債権の表示方法の変更
　電子記録債権の表示方法は、従来、貸借対照表上、受取手形（前事業年度635,041千円）に含めて表示し
ておりましたが、重要性が増したため、当事業年度より、電子記録債権（当事業年度963,980千円）として
表示しております。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 2,714,476千円
⑵　偶発債務

下記関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。
平和紙業（香港）有限公司 273,782千円

⑶　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
①　短期金銭債権 40,905千円
②　短期金銭債務 121,472千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
①　売上高 123,699千円
②　仕入高 333,036千円
③　倉庫料等 301,504千円
④　営業取引以外の取引高 14,294千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普 通 株 式 254,004株 95株 －株 254,099株

（注）　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

６．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

流動の部
繰延税金資産 賞 与 引 当 金 18,169千円

未 払 事 業 税 6,850千円
商 品 評 価 損 34,459千円
そ の 他 6,098千円
合 計 65,576千円
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 65,576千円

固定の部
繰延税金資産 退 職 給 付 引 当 金 49,361千円

長 期 未 払 金 19,347千円
投 資 有 価 証 券 評 価 損 96,624千円
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 9,667千円
資 産 除 去 債 務 19,422千円
そ の 他 15,408千円
小 計 209,829千円
評 価 性 引 当 額 △110,687千円
合 計 99,142千円

繰延税金負債 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △5,013千円
合 併 時 土 地 評 価 差 額 金 △24,104千円
資 産 除 去 債 務 △3,656千円
その他有価証券評価差額金 △165,688千円
そ の 他 △2,220千円
合 計 △200,681千円
繰 延 税 金 負 債 の 純 額 △101,538千円
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⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との主な差異原因
法定実効税率 30.9％

（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 3.7％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.3％
住 民 税 均 等 割 3.5％
評 価 性 引 当 額 △2.1％
そ の 他 △0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.2％

７．リースにより使用する固定資産に関する注記
オペレーティング・リース取引
　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１　年　内 6,196千円
１　年　超 7,541千円

合　計 13,737千円

８．関連当事者との取引に関する注記
（単位：千円）

種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 平 和 興 産 ㈱ 所有
直接100％ 役員の兼任

建 物 施 設
賃貸料の受取
（ ※ １ ）

2,819 未 収 入 金 601

子会社 平和紙業(香港)
有 限 公 司

所有
直接100％ 役員の兼任 債 務 保 証

（ ※ ２ ） 273,782 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（※１）平和興産㈱からの建物賃貸料については、近隣の相場を参考に、交渉のうえ決定しております。
（※２）平和紙業（香港）有限公司の金融機関からの借入につき、債務保証を行ったものであります。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 836円71銭
⑵　１株当たり当期純利益 17円09銭

１０．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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